令和　５年　４月　１日
東海村総務部財政経営課
　　　建設コンサルタント業務に係る最低制限価格制度の改正について
本村の建設コンサルタント業務に係る最低制限価格制度につきましては，業務における品質確保，ダンピング受注を未然に防止することを目的として，予定価格が500万円以上の業務を対象に，令和４年４月から導入していますが，さらなる建設コンサルタント業務における品質確保を目指し，下記のとおり制度の改正を行います。
　関係各位におかれましては，下記事項にご留意の上，適宣ご対応くださるようお願いいたします。
記
　改正の概要
　「対象業務」の見直し
	現行
	改正後

	この要綱の対象となる建設コンサルタント業務は，競争入札により発注する１件の予定価格が５００万円以上のものとする。ただし，村長が特に認めた場合は，この限りではない。
	この要綱の対象となる建設コンサルタント業務は，競争入札により発注する１件の予定価格が１３０万円以上のものとする。ただし，村長が特に認めた場合は，この限りではない。


２　適用期日

本村発注の入札において，令和５年４月１日以降に発注する案件から適用します。
